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性の拡大傾向の中で、行政計画や条例といった行政行為以外の行為形式による規律にも、注

目が集まっている。そして、このような（不特定）多数人に対する規律が行政訴訟において

争われる場合には、利害関係人全体に対して同一の実体法状態を通用させること（紛争の画

一的解決）が必要とされてきた。換言すれば、こうした行政の行為形式の効力が、利害関係

人ごとにまちまちになることは、避けられるべきものと考えられてきた。我が国の第三者効

と第三者再審による第三者規律は、こうした紛争の画一的解決を達成する仕組みとしても

位置づけることができる。 

こうした場面における利害関係人の訴訟法上の取り扱いには、大きく二つのタイプを区

別することができる。一つは、利害関係人を参加させることなくしてはその実体法上の地位

を裁判によって変動させることを認めず、かつ原告に対する関係でも判決を無効とする規

整（「引き込み型」）であり、いま一つは、利害関係人を参加させることなくして、当該利害

関係人の実体法上の地位を裁判によって変動させることを認める規整（「効力拡張型」）であ

る。前者の典型は固有必要的共同訴訟であり、後者はいわゆる「対世効」の規整である。「引

き込み型」の典型はドイツの必要的参加（notwendige Beiladung）に関する判例通説であ

り、「効力拡張型」の典型はドイツの規範統制手続（Normenkontrolle）の一般的拘束力

（allgemeine Verbindlichkeit）、フランスの越権訴訟認容判決の「対世効」（effet erga omnes）

および日本の取消判決の第三者効（行訴法 32条 1項）である。本論文の第 2部では、この

「引き込み型」と「効力拡張型」との対比を通じて、行政法関係における紛争の画一的解決

の仕組みを改善する解釈論、立法論を模索した。具体的には、ドイツにおける「引き込み型」

から「効力拡張型」への制度の以降を分析し（第 1章）、紛争解決の仕組みとして「効力拡

張型」が有する特徴を掘り下げたのち（第 2章）、我が国の行政訴訟における第三者規律の

あり方を具体的に問い直している。すなわち、第三者の手続保障のための訴訟継続の通知の

あり方、第三者効の弱化、第三者効の範囲の精緻化と拡大について、具体的な解釈論上、立

法論上の提言をなしている（第 3章）。 
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